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○ 補助金等ヒアリングの内容（5 補助金） 

 

委員長：市民環境部と教育部の補助金のヒアリングを行います。 

市民生活課の「地域まちづくり補助金」について説明をお願いします。 

 

担当課：「地域まちづくり補助金」は、お手元の実施要領に基づき進めている事業である。

市長のマニフェストでもあり平成１８年度から実施しており、今年で５年目となる。 

事業目的は、市民の皆さんが主体的に進める地域のまちづくり活動を市が支援する

ものである。市内は大きく５地区に分かれているため、それぞれ特色を生かした活動

を支援し、地域の活性化に資していこうとするものである。各出張所長に権限を与え、

地域に根差した活動を助長していこうという考え方でスタートしている。 

支援の内容には、２つあり、自主的に取り組む事業の２/３を支援する「地域まち

づくり活動助成金交付事業」と、市と市民が協働で取り組む事業を支援していく「地

域の住民と創るまち推進事業」である。 

予算額は、１８年から２１年度までは各地域 100 万円で、５00 万円となってい

たが、平成２２年度からは各地区 70 万円の 350 万円となっている。 

事業は、市民団体からの申請に基づき、各地域の担当者が団体等と協議し、効果的

な事業内容なるように配慮している。 

18 年度初年度は、各町内会に説明会を行い、2 年目以降は町内会自治会等に事業

概要等制度の周知を図り、広報紙で募集している。 

事業の成果については、毎年広報紙やホームページで紹介している。 

事業に対する市民の声だが、自分の住んでいる課題解決に向けて色々考えるきっか

けになった。事業実施するなかで地域住民のふれあい交流・協力関係が生まれてきた

といった評価がある一方で、活動助成金２/３の補助と地域の住民と創るまち推進事業

の区分けがわかりにくいので、今後考えていただきたいといった意見がある。今年度、

市の補助金の交付基準もあり、見直す方向で考えている。 

 

委員長：質問等あればお願いします。 

 

D 委員：実施要綱第 9 条の「地域の住民と創るまち推進事業」が規定され、第 5 条第 1

号が考え方なっているが、この地域の住民と創るまち推進事業の中に地域まちづくり

事業が有るという理解で良いのか。 

 

担当課：この制度は、まちづくり活動助成金で２/３を助成する制度と、市と協働で何か実

施する時、公園の整備など、資材を市の方で提供して、地元の方が協力するという場

合の制度の 2 本立てになっている。別々な補助制度として構成している。 

 

D 委員：「まちづくり活動助成金交付事業」という２/３の助成金が１つと、「地域の住民

と創るまち推進事業」、実施要綱の第 9 条に掲げている地域の住民の要望に基づき実

施する事業がもう１つということだが、ここがなかなか理解しづらい、見えない部分

が有るような気がする。 

地域の住民と創るまち推進事業の中に、この地域まちづくり推進事業の他に何か事

業が有るのか。 

 

担当課」：地域まちづくり推進事業を２つの事業で構成している。 

 



 

2 

 

D 委員：そこのところが全然見えてこない。資材提供とか、そういうことはどこにも出て

いない。 

担当課：予算の範囲内で支援するとしか規定していない。 

 

D 委員：そのあたりが、市民の方からも性格づけがはっきりしない、ということになるの

ではないか。それから、５つの地区で活動されているが、活動結果は報告されている

のか。 

 

担当課：各地区から報告されている。 

 

D 委員：税金を使っているわけで、収支報告、その精査もされているのか。 

 

担当課：各地区に担当員がおり、事業の相談等を含め、申請から清算に至るまで各地区の

担当員が責任を持って市の財務規則等に沿って審査している。 

 

委員長：各地区に７０万円渡されているということだが、７０万円の中で色々な事業を行

うが、例えば要求がなくても予算が余っているから使うということもありうるのか。 

 

担当課：そのようなことはない。初年度は１００万円の予算であったが、９８％位の執行

率で、２０年度で７割くらいの執行率となっている。金額的には、平成１８年度が５

００万円の予算に対し、決算額が 4,930 千円、１９年度が同じく 5,000 千円の予算

に対しまして、4,710 千円の決算額となっている。 

 

委員長：例えば大曲地区であれば、環境整備事業第 2 次と書かれているがこの内容は何な

のか分からない。その内容の分かる物がほしい。 

 大曲交通安全見廻り隊事業は、何人くらい出て、何日くらい、何時間くらい出てい

るのか、事業の内容が知りたい。 

 

担当課：具体的な事業の内容ですね。 

 

D 委員：地域まちづくりと地域活性化推進事業のようなものは、本来のまちづくりとは趣

旨が違うように感じるのだが、その辺どうなのか。市として地域まちづくり推進事業

に何を求めているのか、そのあたりが見えない。 

事務事業調書にしても、成果指標は使った金額となっており成果指標自体がどうな

のか。本来はその事業の目的、それがどの程度達成すればという期待値が指標になる

わけで、要は中身の問題だと思う。成果指標で予算を 100％使ったので、成果もイコ

ール 100％というのは違うと思う。ただ、なかなか難しいとは思う。地域それぞれの

特性の中で、地域として色々な事業を行ない、各地区同じ事業をやるわけではない。

だから、この推進事業を制定した時に、成果として何を期待して補助しようとしたの

か、そこらあたりが 1 つの尺度になると思うのだが、そこのところが見えない感じが

する。 

それから、先程対象経費に対して 2/3 の補助で、20 年度は 75％、要は、２/３

全額使っている。21 年度は 62％なので、全額 70 万円を使っているわけではなく、

事業にかかった費用それに対する 2/3 を助成しているのはわかるが、具体的な活動内

容と収支はどうなっているのかが見えないので、そこが知りたい。 

100 万円の補助が 22 年度から 70 万円に減額したというのは、財政上の問題な
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のか。それとも実績から見て、活動費用としては 70 万円あれば十分であるというこ

とで減額されたのか。 

また、近隣市でもこのような助成が行われているのか、行われているとしたら、ど

れくらいの助成額なのか。 

 

担当課：具体的な成果、指標は、非常に難しい点である。推進事業は、地域の活性化を目

的としている。地域の課題を地域の皆さんで解決しようとする際、財政面で支援しよ

うという考え方であるが、その地域の活性化がどの程度達成されたか、それを評価す

るのは難しい点があると思う。全体としてそういう事業を進めることにより、地域の

つながりだとか、人と人のつながりの進んでいくと捉えている。 

補助額については、平成１８年度に１００万円を交付し、初年度は９８％位、１９

年度は９４％、２０年度で 80.4%、２１年度は 74%となっており、地域の課題が少

しづつ解決されてきていることもあり実態に合わせたこと、市民協働のまちづくりの

指針等ができ、今年度から新たな助成制度ができたこともある。将来的には、全市的

な市民等によるまちづくりの方にシフトしていくということもあり、予算を７０万円

とした。 

他市の状況だが、札幌市は、基金制度を活用して地域の事業に助成している。石狩

市は、協働事業の提案制度があり、市あるいは市民から協働でこのような事業をした

いというときに事業提案に沿って、予算化を図る制度となっている。江別市は、協働

まちづくり支援事業となっており、当市の助成事業と類似した補助制度であり、千歳

市は、市とまちづくりの助成事業という制度で活動団体に助成をしている。恵庭市は、

市民活動助成制度というもので、市民協働、公益活動に対する助成制度がある。当市

の地域まちづくり推進事業は、地域を単位としたものであり、その点では他市にはな

い制度である。 

 

委員長：市の担当職員が、果たす役割はどのようなものか。計画段階、名称づくりから関

わっているのか。 

 

担当課：計画段階からである。例えばカッコウの里だと、地域に有る公共用地、整備され

ていない緑地の一部を子どもたちが遊び場として使っていた経過がある。そこを、地

域の憩いの場として整備したいと相談があり、どのような整備をするか、地域の負担

も考えながら計画段階から相談に乗って進めている。 

申請があり、書類審査をして終わりということではなく、現地を見て、ともに考え、

事業を実施するという役割をしている。 

 

委員長：時にはリーダー的な役割も果たすということか。 

 

担当課：各地域の主体性を損なわない上で、助言的なことはしている。地域のコーディネ

ーター的な役割を果たしている。 

 

D 委員：それぞれ特色ある補助事業なので、評価をする前に、このような画一的な評価で

はなく、地域まちづくり推進事業であれば、これの目的について成果としてこのよう

なものを求めている。その基準で何点か、１０項目くらい挙げて、それがこの通り達

成できたのかできなかったのか。そこらあたりを内部的に作り上げて評価にしていく

ような形をとられた方が分かりやすいし、説明する場合でも、市はこのような基準で

成果を求め、それに対してどの程度達成しているといったほうがわかりやすいと思う。
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そうした工夫が必要ではないかと思う。 

C 委員：趣旨はよくわかるが、整備事業とソフト事業が混在している感じであり、整備事

業的なものは本来市が実施すべきではないか。市民が提案したとしても、工事自体は

市が実施すれば良いのであって、市民と協働の事業は、ソフト的なものを増やしてい

くべきではないかと思う。 

また、対象団体が町内会や自治会、地域で活動する団体でなくても、輪厚おやじの

会というのもあるが、これは任意の団体か。例えば、私がそのような会をつくって何

かをやりたいといった場合、認めているということか。 

 

担当課：町内会や自治会だけを対象にしているわけではない。地区に住んでいることが条

件としてあるが、任意の団体も対象としている。 

 

C 委員：整備事業ではなく、本来の趣旨に合った事業だと思われるものを教えてもらいた

い。 

 

担当課：これまで活動すべてが、それぞれ課題解決のために地域が力を合わせて取り組ん

できているととらえている。 

ソフト的な事業では、安全安心なまちづくりを進めていこうということで、ジャン

バーとか、青色パトロールの活動を実施するとか、そういう地域活動への支援をして

きている。それが全市的に広まり、管内でも犯罪の発生が大幅に減ってきているとい

う成果もあり、このようなまちづくりを通して目に見える形で成果はあると考えてい

る。 

緑地、あるいは緑道の整備とか、街路樹桝に花を植えて地域を明るくしていきたい

とか、核家族化により子どもと大人のふれあいの場も少なくなってきていることから、

おやじの会といった事業などにも取り組んできており、必ずしもハードに偏った事業

ばかりではないと考えている。 

事業という名称から、どうしても硬く見えがちだが、ソフト事業も地域の特色を生

かしながら行われている。 

 

B 委員：継続していかなければならない事業、例えば緑地環境整備事業とかは、１回きり

で終わる事業ではないと思うが、これらはこれからも補助していく方向でいるのか。 

 

担当課：単年度の支援を原則としている。ただ、昨年から行っている里見緑地、北広島団

地の外周緑地は、広いエリアなので、ここを一度に整備するということになると地域

の財政的な負担が厳しいということもあり、基本的には３回位を限度にしながら助成

を計画的にしている。 

 

B 委員：将来につながっていかないとまちづくりにならないので、単発の事業ではどれく

らい成果が上がっているのかは見えない気がする。 

生涯学習振興事業というのも有るが、それとの絡みはどうなっているのか。 

 

担当課：生涯学習は対象としていない。北広島団地の活性化を検討された中で、「地域のお

茶の間事業」というのがある。それが市の施策として動き出していないときに、支援

していただきたいということがあった。また、今回、団地地区で３つほど事業として

採択しているが、市の施策としてまだ本決まりになる前に、住民の方の機運が高まり、

後押しすることにより継続していくことができるのではないかといった場合に、この
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補助制度が対応できるのではないかと思っている。 

また、単年度の補助も、将来続いていけることを考えている。安全パトロール事業

などは、支援することにより地域の団体等で継続されている。将来も続くことを念頭

に置きながら相談して決めてきていることが多いと思う。 

 

委員長：市民課の部分につきましては、これにて終了したいと思います。よろしいですか。 

 

委員長：それでは社会教育課の生涯学習振興会の補助金についての説明をお願いします。 

 

担当課：生涯学習振興会は、西部地区、西の里地区、大曲地区の３地区に作られている。

現在は東部地区で準備を進めている。中央公民館を中心に、地区に公民館組織をつく

り公民館活動をしていたが、公民館機能がかなり低迷している。講座なども同じよう

な趣味講座を何十年も続けている状況である。その理由の１つとして、生涯学習アド

バイザーが各地区に配置されているが、１人で考えて実施していることもあり固定化

してきている。また、教育委員会としては、地域の教育力を高めていかなければなら

ないという課題もある。 

当市は分散型の都市形成で有り、地域単位で横の連携が必要だという課題がある。

各地区には、地区単位町内会、地区防犯協会、交通安全協会、公民館利用団体、青少

年健全育成連絡協議会、平成１９年からは文部省の補助を受けた学校支援地域本部と

いう単位団体が縦割りで活動し、横の連携が薄いという状況になっていた。 

事業そのものも連携が取られていないということもあり、これらを横につないで連

絡調整機能、交流機能を持たせたりすることによって、地域の教育力を高めていきた

いということもあり、実験的に西部地区から作って進めてきた。 

主に機能としては、その地区にある公民館機能としての講座教室事業、体育館等で

のスポーツレクリエーション事業、生涯学習のイベント関係、という形で事業を構成

して活動をしている。 

人件費は、各地区に配置している生涯学習アドバイザーの非常勤職員の方のもので、

この方は、役員と連絡調整を取りながら事業等を考えて進めている。 

成果的には参加人数しか指標としては載せていないが、年々増えてきている。現在、

事業が増え、一人では足りなくなってきており、補助的な機能を強化していかなけれ

ばならないという課題が有る。 

教育委員会としては、東部地区、団地地区まで、5 地区に生涯学習振興会を作りた

いと考えている。具体的な講座は、前から実施している講座等も、振興会で取り組ん

でいるものもあり、３・４年前の事業と比べるとずいぶん変わってきている。 

最近は、地引網のツアー、三世代の交流も含めて実施しており、非常に希望が殺到

する事業もある。あと芸術文化ホールのデリバリー事業等含めて、地区の方が担当し

て呼んできて実施している事業もある。芸術文化ホールの運営委員会に各地区の生涯

学習アドバイザーが参加して事業連動を高めていこうとしている。 

 

C 委員：組織が３つあり、今度東部地区の設立準備に入るということだが、いつ設立さて、

北広島団地はいつぐらいになるのか。 

 

担当課：東部地区は、今年度準備をし、２３年度には立ち上げたいと考えている。東部地

区では、中央公民館に生涯学習アドバイザーがおり、あまり経費的なことを考慮しな

くても可能ではないかと考えている。 

   北広島団地の方は、難しい部分が有る。教育委員会が所管する施設が団地内にはな
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いということが 1 つある。公民館がないため、どのような形で進めていくか課題を抱

えている。なおかつ、生涯学習アドバイザーが配置されていない状況のため、かなり

困難な面があると考えているが、計画では平成２５年までには作ることで進めている。 

   振興会に関しては、市長マニフェストであり、強力に推進していきたいと考えてい

る。 

 

委員長：地域まちづくりとの協働、コミュニティの活性化につながる地域行事と地引網や

お祭りなどはかなり重なっているような感じがするが。 

 

担当課：そういう面もある。ただ、教育的な部分という色分けで説明をした。地域まちづ

くり事業は、２/３の補助とか、団体がまとまって実施する事業や単発的な事業も対象

としているが、どちらかというと、生涯学習振興会は、経年で活動している団体の支

援等もあり、安定的な面がある。振興会はソフトの支援だけであり、ハード的な支援

は含まないことになっている。そういう形で一応は色分けをしている。将来的には１

つになっていけばいいと考えているが、なかなかすぐにはならないと思う。 

 

委員長：予算の都合か。 

 

担当課：教育委員会と市長部局との連携の問題だとは思うが、市教委としては、地区の公

民館機能をどうするかという課題も有り、ある程度先に手を付けていった形になって

いる。経費的には、振興会を作ったからといって以前よりあまり増えていない。どち

らかというと現状経費の中で効率的な組織立てをしようという形でスタートしている

ため、まちづくり推進事業がスターとしたこともあり、若干似通った部分がみられる

ということだろうと思う。 

 

委員長：組織図を見ると、町内会が入っている、参加する人、実施している人は同じ人で

はないか。 

 

担当課：町内会の方も入っているが、町内会に関しては、現状として振興会の方にはあま

り入ってきていない。 

 

委員長：まちづくりに参加する人と、振興会に参加する人は完全に分かれているというこ

とか。 

 

担当課：完全にということではないと思う。輪厚おやじの会などは、振興会の方の事業も

担当している。振興会の構成メンバーという場合もある。単位団体そのものはそれぞ

れの趣旨を持って独自で活動している団体なので、そこを超えて何かをしようとした

とき、生涯学習振興会を使っていくという流れになっている。 

 

D 委員：活動する事業そのものは、まちづくり推進事業のソフト的なものとかなり似通っ

ている。将来的にはそこらあたりを整理する必要があるのではないか。 

   基金を持っているが、基金はどのくらいあるのか。 

 

担当課：生涯学習振興基金で、現在の残高は 130,000 千円程度だと思う。 

 

D 委員：基金の果実で運営されているのか。 
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担当課：基金を取り崩して運営している。生涯学習振興基金はこの事業ばかりではなく、

4 本くらいの事業に充てている。 

 

D 委員：基金の活用では、振興会は予算的には大きい方か、小さい方か。 

 

担当課：かなりの部分を占めている。 

 

D 委員：130,000 千円有るので、取り崩していても将来的にはかなり持つと思うが。 

 

担当課：年間 5,000 千円ほど取り崩していると思う。 

 

D 委員：寄付はあるのか。 

 

担当課：寄付ということではないが、例えば事業をするときに講師へのお礼を各地区の方

が野菜を持ち寄ったりするようなことはある。 

 

担当課：事業を実施する際、参加料などを徴収しているので、予算的に規模が大きくなっ

ていると思う。 

 

委員長：大曲地区の付表では、報償費、消耗品、備品購入費が０で、全部事業費の中に一

括して計上しているが、これは何か意味が有るのか。 

 

D 委員：これは予算の段階なので、まだ内訳が決まっていなかったのではないか。逆にい

えば、西の里と西部地区の方は決算なので、事業費の内訳はどんなものか市は収支に

ついては精査しているのか。 

 

担当課：当然、監査も行っており、総会で必ず報告、承認されている。その内容を精査し

て、交付金の計算をしている。 

 

D 委員：まちづくりの方はそういうのがないが。 

 

担当課：町内会の細かい事業を対象としていると思うので、簡単な清算書程度のものしか

ないのではと思う。 

 

D 委員：各地区の出張所長が取りまとめているので、そこで合算しようと思えばできると

思う。 

 

B 委員：20 年度の決算が 1,000 千円となっているが、1,800 千円の間違いではないか。 

 

担当課：20 年度は西部と西の里の 2 地区だったので、1,000 千円となっている。西部と

西の里は 500 千円ずつで、大曲が 800 千円となっている。 

 

D 委員：事務事業評価調書では、西部小での 22 年度の目標が 1 事業に対して 100 人と

なっている。1 事業ということは、講座事業で 100 人というとらえ方か。 

 



 

8 

 

担当課：この成果指標はあまり意味のないものだと思う。それぞれ事業によって人数の性

格が違うので、指標については検討させていただきたい。 

 

D 委員：事業単位の方が良いかもしれない。 

 

委員長：他になければこれで終了します。ご苦労様でした。 

次に経済部の「コミュニティビジネス創業支援事業」について説明をお願いします。 

 

担当課：平成 20 年度から実施している事業であり、店舗の家賃の補助が主であるが、コ

ミュニティ、環境保全、地域の課題解決をビジネスとして取り組んでいく事業に対し

支援をする事業である。支援に当たっては、アドバイザーを設け、アドバイザーと相

談しながら、アドバイザーの組織で点数評価をして事業の支援を決定している。 

   21 年度の実績だが、応募件数が 4 件あり、採用件数が 3 件となっている。その 3

件の内訳は、食のワーカーズ地域食堂かえで、おがわ社会福祉士事務所、子育て支援

ワーカーズとなっている。平成 20 年度は応募件数が 3 件で、2 件の支援をしている。 

   これにかかわる予算は、平成 20 年度が 3,000 千円、3,000 千円から 4,000 千

円くらいで推移しているが、予算の範囲で支援をしている。 

 

委員長：基本的には 1 年限りの補助か。 

 

担当課：創業時に関わる経費の支援ということから１年間となっている。 

 

B 委員：創業ということは、業として成り立つ見通しで補助していると思うが、その後の

フォローはどうしているのか。業として成り立っているのか、補助が有効に活用され

たのかといった点、企業を育てていかなければいけないわけだが、そうしたことまで

はフォローしていないのか。 

 

担当課：アドバイザーとして札幌学院大学の河西先生、そのほかに、行政書士、銀行関係

の人がいるが、申請時に収支予算書を提出してもらい、厳密の審査をしている。１年

間の支援により、将来的にもやれるだろうという判断で支援をしている。この事業は、

平成２０年度から始めているが、今のところ、支援が終わった後で終了したような企

業などはない。 

 

委員長：フォローし続ける仕組みはどうなっているのか、 

 

担当課：アドバイザーが、コミュニティビジネスに精通しているので、相談があった場合

には、経営相談・資金相談等のさまざまなアドバイスを川西先生から行っている。 

 

委員長：まだ１年しか経過していないが、市で財政的な支援をしているのだから、５年後、

３年後はどうなっているか、ある程度責任を持って見守る義務があるのではないか。 

 

D 委員：民間企業の創業では、初年度から黒字の事業もあるのかもしれないが、大体３年

ぐらいは創業赤字を見ている状況にあるので、３年間ぐらいの支援はあっても良いの

かなと思う。それから、単年度の支援ということだったが、予算の状況を見ると、２

２年度で市の補助が５万９千円で１割となっており、単年度のみではないとも思う。

そこらあたりを説明してもらいたい。 
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担当課：創業してから１年間の補助の考え方だが、例えば６月に交付決定した場合、リー

ス料や賃借料等は、翌年度の６月までとしている。平成２０年度はパソコンの関係の

２団体に補助しているが、２１年度に入っても残余期間について補助している。 

 

D 委員：平成２０年度に創業支援事業を創設したが、どの程度の件数を期待していたのか。

もっと期待が大きかったのではないか。 

 

担当課：20 年度に 3,000 千円の予算を経常している。補助限度額が 1,000 千円であり、

採用件数は 3 件程度と予想し事業を始めた。 

 

D 委員：予算は 1 件 1,000 千円で 3 件分の予算計上したのは良いが、応募件数をどの程

度期待し、将来的には、どのくらい広がっていくと考えたのか。あくまでも継続事業

であり、そこらあたりはどうだったのか。 

 

担当課：補助対象経費を賃借料、インターネットに係るプロバイダー料、広告宣伝費、大

体７項目位を補助対象経費にしている。北広島市内は空き店舗が非常に多くなってき

ている。商工会では、空き店舗対策事業を実施しており、その事業とあわせ、空き店

舗の解消も含めて実施した。当時、五十数店舗ほど空き店舗が有り、地域の課題も抱

えた事業もあるだろうということで始めたものである。 

   応募件数の目標だが、空き店舗解消を目的に始めたというのが実態である。 

 

委員長：２２年度はどのくらいあるのか。 

 

担当課：今のところ採択した案件はない。 

 

D 委員：白老町でこういう助成で、かなり話題になっていることがあった。白老では行政

の支援を受けているのか。同じような事業なのか。 

 

担当課：道の支援を受けていると思う。 

 

D 委員：応募件数が３、４件程度で採用が２、３件程度であれば、事業としての必要があ

るのかという感じもする。逆にいえば、折角この事業を作ったのだから、市内にもっ

と浸透させなければと思うが、そこらあたりはどうなのか。 

 

担当課：国で経済対策の一環として同じような事業を 3,000 千円位の枠の中で行なわれ

る可能性もあり、国の事業ができれば、新年度の予算要求の中でどうするか検討して

いるところである。当時はなかったこともあり、国の事業ができれば、そちらの方が

有利で資金額も多いと考えている。 

 

D 委員：それは助成金か。 

 

担当課：補助金となっている。 

 

B 委員：ビジネスを立ち上げるときに、一番問題になるのは家賃だと思う。１年で打ち切

られたらとても大変だと思うがどうなのか。支援が１年だけなので、かなり利益を上
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げなければならず難しいと思う。国の事業との関連で、内容を変えていくのは今のと

ころ考えてはいないのか。 

委員長：補助は１年だが、創業事業では３年間くらいは苦しい時期が続く。軌道に乗るか

どうかは３年以降で、その中で家賃が大きな負担になる。家賃の半分でも創業時１年

だけではなく、３年間くらい補助をするような見直しを考えていないのか。また、そ

ういう声は上がっていないのか。 

 

担当課：今のところ考えていない。 

 

D 委員：その点は弾力的にできると思う。１年で収支がとれる事業であれば、２年目以降

は助成しないが、１年目で収支が取れず、２年目、３年目も補助が必要かもしれない

という場合、２年目もそれなりの補助をする。しかし、２年目で収支が取れそうであ

れば、３年目以降は補助しないが、最大３年目までは補助は行うという支援制度にす

れば、ビジネスを興そうとしている人にとってより使いやすい、ありがたい支援事業

になるのではないか。もう少し、内容的な面で充実した方が良いと思う。 

 

委員長：これについての質問がなければ、次に進めたい。次に、シルバー人材センター補

助金についての説明をお願いします。 

 

担当課：シルバー人材センター補助金事業だが、高齢者の就業機会の確保、拡大を図るこ

とを目的としている。就業機会はあくまでも臨時的な職業の確保ということにある。

平成２１年度は受注件数が 2,482 件、契約金額が 199,594 千円でかなりの事業展

開をしている。また、環境整備、ごみの減量化、資源化推進事業の総合事業も行って

いる。この事業は、国と市の補助金が同額になっている。平成 21 年度までは、9,500

千円で、市の補助金が下がれば国の補助金も同じだけ下がるシステムになっている。

ただ、平成 22 年度の予算は、国の事業仕分けの関係でシルバーの補助金が 700 千

円減額され、現在 8,800 千円となっているが、市の補助金は 9,500 千円となってい

る。平成 23 年度は、国と同額とする考えである。 

   シルバーの 2１年度の会員数は、男性が 398 人、女性は 132 人合計 530 名とな

っている。 

 

D 委員：収支は出ているが、財産目録はついていない。基本財産はどのくらい有るのか。

また、剰余金等はどの程度か。 

 

委員長：剰余金額等については後で結構です。 

 

A 委員：年度別事業実績では、22 年度の受注件数がすごく低くなっているが、これはま

だ仮の件数ということか。 

 

担当課：22 年度は途中経過の件数、9 月現在の数字となっている。 

 

A 委員：契約金額は、近年減ってきており、21 年度は 19 年度の半分位になっているが。 

 

担当課：減ってきた大きな原因は、指定管理者制度の関係で、シルバーが受注していた各

地区会館の管理運営が、21 年度に受注できなかったためである。 
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A 委員：民間の方もだんだん減ってきているようだが。 

担当課：冬の除雪の関係なども、受注件数が減ってきている。 

 

委員長：景気の影響を受けているということか。 

 

担当課：そういう面もある。 

 

A 委員：需要が減ってきているということか。 

 

担当課：やることは同じだが、民間も不景気で外部に発注しなくなったこともある。 

 

D 委員：それもあるが、会員数も減っており、受注できるような体制も弱くなってきてい

るのではないか。 

 

A 委員：会員数が減っているが、対象者は増えていると思う。 

 

担当課：会員の方でも、自宅待機をしている方が結構いる。昨今、仕事を選ぶ会員も増え

ていると聞いている。 

 

委員長：庭の剪定ならするが、除雪ならやりたくないとそういうことか。 

 

D 委員：年々、年齢が高くなってきて、会員になっているが実際に仕事はできないという

人もいるのではないか。そこらあたりは原因分析をしておいた方が良いと思う。 

仕事の内容によって違うのかもしれないが、時給はいくらなのか。 

 

担当課：除雪の関係は、1 時間 810 円だと思う。最低賃金が 691 円なので、高くなって

いる。 

 

A 委員：パート的な仕事だと思うが、60 歳だと今正職員、あるいはフルタイムを求める

方が多いのではないか。そういう仕事はないのか。 

 

担当課：シルバーは短期臨時的な仕事を扱うセンター、法律的にそうなっている。週 5 日

間くらい行かなければならない仕事もあると思うが、常用雇用ではない。 

 

委員長：60 歳以上で、530 人の年齢内訳はわかるのか。 

 

担当課：後で報告する。 

 

委員長：会員数の拡大を図るということはあると思うが、会員規模が多いので断るという

ことはないのか。 

 

担当課：そうしたことはない。 

 

委員長：それではほかになければシルバー人材センター補助金については以上で終わりま

す。続いて、「消費者協会補助金」について、説明をお願いします。 
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担当課：昭和 60 年から開始されている事業で、市民消費生活の安全安心の向上を図るた

めに活動している消費者協会へ支援している事業である。消費者協会の行っている事

業は、月曜日から金曜日までの午前 10 時から午後 3 時まで、消費者生活相談のため

電話相談を３名の相談員で交代で行っている。また、月に 1 回、専門的な相談を受け

るため、弁護士による法律相談を消費生活相談という形で実施している。また、5 月

の消費者月間に合わせて、活性化事業ということで、｢消費者祭り｣と｢消費者大会｣の

2 つの事業を実施している。 

  日常的な消費者協会事業としては、燃料の調査の関係などを毎月実施している。 

 

B 委員：補助金の 410 千円に、消費生活相談員の人件費も入っているのか。 

 

担当課：410 千円の中には入っていない。人件費は、補助事業の中にあり、補助金には入

っていない。 

 

B 委員：相談員の報酬は別な事業ということか。 

 

担当課：410 千円の対象は、価格調査、燃料関係の調査、生鮮野菜の直売所調査、消費者

だよりの発行、消費者大会、9 月の第 1 日曜日に開催される「元気フェスティバル」

のコーナー出店等となっている。 

 

A 委員：事業費は、21 年度が 902 千円となっている。価格調査とか、消費者祭りとか色々

な事業を実施しているが、弁護士相談等も含めて 900 千円位で納まるものなのか。 

 

担当課：410 千円の補助金は、902 千円の事業に対するものとなっている。収入として

は、会費、道の負担金も入っている。ガソリンやその他の価格調査、野菜の直売所の

価格調査、消費者だよりの発行、消費者大会、消費者生活展などに対して、市から 410

千円を事業の対象として補助している。 

   法律相談等は、別建てで予算を持ち、消費生活相談と一緒に実施している。消費生

活相談の報酬は、3 名で１ヶ月 148,900 円となっている。 

 

A 委員：そうした事業は別なところで賄われているということか。 

 

担当課：消費生活相談は、別建ての予算になっている。 

 

A 委員：価格調査は主要なものなのか。 

 

担当課：今は安定しているが、2 年前にすごく高騰した時期があり、市民からの問い合わ

せも多かった。通常は、それほどの問い合わせはないが、毎月 10 日位に全店舗の価

格調査を行っている。 

 

委員長：消費者協会の原点みたいなものである。 

 

担当課：価格調査の結果は道にも報告している。 

 

D 委員：消費者協会の会員は 195 名となっているが、こんなにいるのか。会費も出して

おり、実質的にはボランティア事業ということでそれに対する補助ということか。 
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担当課：そうです。 

 

C 委員：電話相談はかなりあるのか。 

 

担当課：ピーク時は平成 18 年で、422 件となっている。これは架空請求、振り込み詐欺

が横行していた年である。警察とも連携をとり、19 年度は 262 件、20 年度が 200

件、21 年度が 172 件となっているが、やはり架空請求の関係が非常に多くなってい

る。 

 

委員長：他になければ、ヒアリングをこれで終了します。どうもご苦労様でした。 

 

 

○ 補助金等の評価検討について（5 補助金等） 

 

委員長：補助金については、それぞれ担当が決まっている。質問のやり取りを聞いていて、

大体方向が出ているような感じもするが、最低限の意見の一致をさせたいと思う。 

   まず「地域まちづくり推進事業補助金」について。 

 

D 委員：継続の方向だと思っているが、実施要綱のところでもう少し整理してほしいと感

じている。それと、何を成果として期待しているのか具体的に持つべきではないかと

思っており、そのあたりを検討願いたいというのが私の意見である。 

 

委員長：地域の活性化というが、よくわからない。数が多くなれば活性化になるのか、そ

れとも具体的に良いものができて、活気が戻ったという、そういうことはなかなかい

えないのではないか。それと先程の生涯学習との絡みもあると思う。 

 

D 委員：まちづくり推進事業が、千歳市の様に人とまちづくりというのであればもう少し

整理ができると感じている。地域住民同士のコミュニケーションだとか、親子の関係

のきずなを深めていくだとかとなれば人づくり、地域での人づくり、家族での人づく

りという絡みも入ってくるので、まちづくり推進事業というよりも、人とまちづくり

の推進事業とした方がよりわかりやすいのではないかと感じている。 

 

委員長：私もそういう風に感じている。人とまちづくりになると、ゆくゆくは、生涯学習

のソフトの部分と一体になると思う。 

 

D 委員：実際にやっている活動が、事業として一体感が出てくる。人とのコミュニティに

も期待している、その結果としてまちづくりにもつながってくる。人とまちづくりに

一体感が生まれてくるだろうから、そのような名称にした方が外に向けては分かりや

すいのではないか。 

 

委員長：市長公約ではあるが、それにはあまりこだわらない方が良いと思う。生涯学習振

興会交付金はどうですか。 

 

C 委員：地引網を生涯振興会で実施し、まちづくり推進事業で実施しないのか。センスの

あるリーダーがうまく使い分けして両方で振るというような感じもする。ソフト部門
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は一緒にして、もっと大掛かりな予算でやるべきではないかと感じている。それから、

生涯学習振興基金に縛られているような感じもある。 

 

委員長：何とか教室とか、踊りだとか、趣味の教室と地引網のようなものは全然違うと思

う。社会教育の部分は完全に縦割りになっていると思う。 

 

D 委員：まちづくりというと、どちらかというと環境面を配慮したインフラを含めたもの

かと思ったが、かなりソフト的なものも入っている。そういう意味では、生涯学習の

部分との整理はしても良いと思う。ただ、基金の目的に沿って実施しているので、ま

ちづくりのソフトの方をすべて持っていくということになると大変なお金がかかって

しまうと思う。 

 

委員長：公民館を中心としてきており、アドバイザーがいて、歴史的伝統もあるから、統

合とはなかなかいかないと思う。 

 

D 委員：公民館の補助事業もあり、それとも絡んでくる。 

 

委員長：シルバー人材センターはどうですか。 

 

A 委員：シルバー人材センター補助金だが、今 60 歳以上の方は臨時雇用ではなく、フル

タイムの仕事を求めるというのが圧倒的に多く、現行制度とその事業がマッチしてい

ないということが推察され、見直しに近い継続ということで考えている。 

消費者協会の方は、統計学的調査を行ない道にも報告するということであり、必要

な事業である。団体は消費者保護のために必要なものだと思うので、継続としたいと

思う。 

 

委員長：消費者協会については、私も必要で継続であると思う。 

 

B 委員：こういう事業をやる効果的な方法を何か考えてほしいと思う。消費者協会に関し

ては、大きなフェスティバルだとか、大会に会として参加するというのはあまり効果

的ではないと思う。消費生活に効果的な活動は、学校でもやっており、消費生活リー

ダー養成講座もやっている。具体的な取り組みとして、より効果的な事業内容になる

ように協議するとあるが、その点がもっと重要だと思う。 

 

委員長：昔、消費者協会のメンバーでボランティア的にやったことがあるが、消費者協会

で一番必要とされているのは、日常活動である。日常活動はまさにボランティアにた

よっている。148 千円の報酬、3 名で対応しているというのが消費者協会の基本的な

活動になると思う。昔は、あと、消費者協会が外に向けて実施していることを知らし

める程度のものであった。担当している人に負担がかかり、他の人はそれによりかか

っているところがあったが、おそらく今も基本的には変わらないと思う。 

 

D 委員：消費者協会がなく、市単独で実施した場合、大変な事業費だと思う。そういう意

味では 410 千円で済んでいるのは財政的効果が大きいが、事業の内容については、

検討する必要があると思う。 

 

B 委員：相談事業は別だと思う。 
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委員長：相談業務が中心で、補助金の方はどちらかというと消費者協会の宣伝部門で会員

拡大につなげたい部分だと思う。方向性としてはどうですか。 

 

Ｃ委員：継続だと思う。 

 

B 委員：コミュニティビジネスも継続と考えている。 

 

委員長：コミュニティビジネスは、先程も意見が出ていたように、1 年かぎりではなくそ

の後のフォローの体制が不十分ではないかという気がする。その部分を強調する必要

があると思う。 

 

D 委員：制度ももう少し充実するよう検討してほしい。 

 

委員長：そう意味で継続だが、見直しの要素が非常に強い。 

   それでは、これにて終了したいと思います。どうもご苦労様でした。 

 

 

 

 

 

（注）発言を要約したものであり、発言をすべて記述したものではありません。 

 

 


